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要約 
 我が国の住宅市場においては、政府の失敗などにより価格が高くなり需要が過少になっ

ているという問題がある。そのため、政府は住宅ローン減税に代表される持ち家促進政策

による需要喚起を行い、この問題を是正しようとしてきた。しかし、この持ち家偏重の政

策が借家と持ち家を併せた住宅市場全体の需要を喚起してきたかは疑問が残る。政策は市

場全体の需要に貢献せず、借家の需要を持ち家へ移しているだけにすぎない可能性がある

からだ。 
 この問題意識に基づき、本研究では若年成人が住宅市場に新規の需要として参入するか

どうかという問題と参入後に借家と持ち家との居住形態の選択をどのように行うかという

問題を共に考慮したモデルを考えた。 
 そして、政府の持ち家促進政策がこのモデルで導かれる若年成人の意思決定にどのよう

な影響をもたらすのかを、慶応義塾家計パネル調査を利用した Mixed logit による推定で分

析した。その結果、近年の政策は住宅市場全体の需要には貢献しないことがわかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


